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1. はじめに 

安全かつ円滑･快適な自動車交通社会の実現を目指し

ていくためには，自動車交通事故の実態に十分対応した

交通安全対策を積極的に推進することが必要である．そ

こで，本研究では，都市高速道路の危険度評価をすると

ともに，都市高速道路で発生している交通事故の要因間

の因果関係を明らかにし，それをもとに，交通事故の抑

制策を提案することを目的とする． 

2. 対象道路網の概要 

本研究の対象道路網は，図-2 に示した阪神高速道路の

環状線，守口線，東大阪線，堺線，西大阪線，松原線，

大阪港線，池田線，神戸線の一部である． 

3. 道路区間別事故率 

 道路の事故率という指標は，既往研究において種々定

義されてきている．その中で，本研究では，事故種別(物

損，軽傷，重傷，死亡) ウエイトを事故損害額 1)より物損

事故ウエイトを 1.00 として，事故種別に算出し，道路区

間別事故率を式(1)のように定義する． 
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ここで， kA は道路区間別事故率(件/億台 km)，a ･b ･ c ･

d は道路区間の物損･軽傷･重傷･死亡事故件数(件)，k は
道路区間番号， km は道路区間kの走行台 km(億台 km)，

α ･ β ･ γ ･ δは物損･軽傷･重傷･死亡事故ウエイトである． 

4. 事故危険度評価手法とその適用結果 

事故危険度評価手法 2)の1つとして，「交通事故は，ラ

ンダムかつ独立に発生する事象で，その分布はポアソン

分布に従う．」と仮定し，ポアソン分布の信頼限界値を用

いて道路区間の危険度を評価する手法がある．そして，

ポアソン分布を正規分布に近似し，ポアソン分布の信頼

限界値を算出する．その算出した式を式(2)に示す． 
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 ここで，UCLは信頼限界上限値，LCLは信頼限界下限 
値， 0λ は対象道路網の平均事故率(件/億台 km)， ρは危 

 

険率 5％に対応する標準正規分布の値( ρ =1.96)である． 

そこで，図-1 に道路区間の危険度判定の概念図を示す． 
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図-1 危険度判定の概念図 

図-1 より，道路区間危険度の判定方法は， UCLAk > で

あれば危険区間， UCLALCL k ≤≤ であれば普通区間，

LCLAk < であれば安全区間と判定する．次に，平成 13

年度 1 年間の阪神高速道路公団交通事故データに，前述

の事故危険度評価手法を適用した結果を図-2 に示す． 

 

図-2 阪神高速道路への事故危険度評価法の適用結果 

 そして，事故危険度評価手法を用いて得た結果を参考

に，道路管理者は，危険区間と判定された道路区間に， 

安全運転を促す標識等の設置を行い，安全かつ円滑な道 
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路環境を構築していくことが重要であると考えられる． 

5. 共分散構造解析モデルの構築 

平成 12 年度阪神高速道路の事故形態別比率 3)を図-3 に

示す．図-3 より都市高速道路では，追突事故の割合が全

体の 42％を占め，最も多いことがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 阪神高速道路における事故形態別比率 

図-3 より，本研究では，都市高速道路で発生する割合

が高い追突事故，施設接触･衝突事故，車両接触･衝突事

故の 3 つの事故形態について，交通事故要因間の因果関

係を見るために，潜在変数を導入することで，多数の変

数間の因果関係を同時に分析できる共分散構造解析モデ

ルの構築を試みた．ここでは，紙面の都合上追突事故の

分析結果のみを記すこととする． 

まず，モデルを構築する際に，22 個の観測された変数

から，探索的に 9 つの因子を抽出した．第 1 因子は，負

傷者の有無，事故処理時間ダミーなどから形成されるの

で「追突事故の規模」とした．第 2 因子は，危険区間ダ

ミーである道路区間危険度から形成されるのでそのまま

「道路区間危険度」とした．第 3 因子は，天候ダミーと

路面状態ダミーから形成されるので「道路環境」とした．

第 4 因子は，交通量ダミー，車線数ダミーなどから形成

されるので「道路交通状況」とした．第 5 因子は，曜日

ダミーから形成されるので「曜日」とした．第 6 因子は，

第一当事者の性別ダミーや運転している車種ダミーなど

から形成されるので「第一当事者の個人属性」とした．

第 7 因子は，第 6 因子と同じ解釈から「第二当事者の個

人属性」とした．第 8 因子は，第一当事者の運転経験ダ

ミーと年齢ダミーから形成されるので「第一当事者の運

転技術」とした．第 9 因子は，第 8 因子と同じ解釈から

「第二当事者の運転技術」とした． 

次に，追突事故に対して構築したモデルの結果を図-4

に示す．図-4 より，構築したモデルは，全体的に見ると，

GFI が 0.948 と，多変量データの約 95％が説明されたこ

とを表している．また，パスの解釈として， 

• 追突事故は，土･日曜日で，車線数が 2 車線以下の道

路区間ほど起こりやすい． 

また，追突事故における第一当事者と第二当事者との

関係については，以下のようになる． 

• 普通車を運転していて運転経験 10 年未満の第一当

事者と，普通車を運転していて 25 歳以上の第二当事

者によって追突事故は起こされやすい． 

これらの結果を踏まえ，追突事故の抑制策として， 

• 都市高速道路において，道路管理者は，2 車線以下

の道路区間に追突警報システムを導入し，追突事故

の防止を図る． 

• 運転経験や年齢等の，違いによる交通安全に対する

考え方のギャップを埋める交通安全講習等の実施の

必要性． 

以上 2 つの項目が，本研究における追突事故の抑制策

としての提案である． 
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図-4 追突事故の共分散構造解析結果 

6. まとめ 

 本研究では，事故危険度評価手法を適用し，都市高速

道路の危険区間、普通区間、安全区間の区分抽出を行っ

た．次に，共分散構造解析モデルを適用し，都市高速道

路の交通事故要因における因果関係を把握し，その結果

に基づいて交通事故の抑制策を提案した．今後の課題と

しては，共分散構造解析モデルの分析結果より，AIC 指

標が大きく，より改善されたモデル探索が必要である． 
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